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第 1章
研究の概要
1. 研究の概要
1-1. 研究の背景と目的
　タイ王国は 90年代後半のアジア通貨危機を乗り越え、種々の経済成長抑制要因を抱え
ながらも今後 10年間は経済成長を維持すると予測されている。首都バンコク市内では交
通網の拡大が計画され、地域の利便性の向上および、経済成長に伴う人口増加が住宅需要
の拡大を呼び、バンコク近郊で分譲集合住宅 - コンドミニアム - の建設ラッシュを引き起
こしている。この動きは 70年代の日本などとも共通する。日本ではマンションの大量供
給の後、維持管理の問題が発生した。これと同様にバンコク市内でも、今後同様の問題が
発生することは十分に考えうる。しかし、日本の住宅産業は東南アジアに向けての住宅生
産技術の移転などに注目し調査・研究を進めているものの、竣工後の住宅を維持していく
方法については十分に議論がなされていない。住宅生産技術を効果的に輸出し、根付かせ
るためにも現地の管理体制について知見を深めることは必要不可欠である。本稿では、バ
ンコクの分譲集合住宅の形態として、民間開発のコンドミニアムにみられる特徴および、
これらの維持管理についてインタビューを基に現状を把握し、日本の現在の管理体制と比
較することでその実態を明らかにする。
1-2. 本研究の位置付け
　諸外国の管理体制を調査した研究としては、藤本佳子、金によるものが代表的にあるが、
いずれも分譲マンションの管理という点で先んずる諸国を参考に日本の管理体制を見直す
といった意味合いが強い。また、2001 年の「マンションの管理の適正化の推進に関する
法律」の制定や 2003 年の「建物の区分所有などに関する法律」の改定、それに基づく「マ
ンション標準管理規約」の改正を踏まえた現在の日本の管理体制を用いて他国の体制を論
じた研究は見られない。バンコクの管理体制を対象とした研究としては、マリ ・ーケオマノー
タムにより新興住宅地「ゲーテッドコミュニティ」の管理体制に着目した研究がなされて
いるが、近年増加しているコンドミニアムを対象とした研究はなされていない。
1-3. 論文の構成と研究方法
　本論文の構成を図 1、調査対象を表 1に示す。本論文は 5章構成である。第 1章は序章
として研究の社会的背景と目的を示し、第 2章では、日本の集合住宅管理に関する既往研
究および書籍を基に、幅広い集合住宅管理という分野の中で焦点を当てるべき点を分析・
考察する。第 3章ではバンコクにおける分譲集合住宅 - コンドミニアム - の特徴とその位
置付けを住民へのヒアリングおよび現地調査を基に把握・整理し、第 4章では、管理組合、
管理会社、開発業者および修繕工事会社を対象としたヒアリング調査を基にバンコクにお
けるコンドミニアム管理の現状を示す。第 5章は日本における近年の分譲集合住宅の管理
体制と合わせてバンコクにおけるコンドミニアム管理の実態を示す章である。第 6章にて
研究の総括を示す。
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日本の分譲集合住宅管理
2.　日本の分譲集合住宅管理
2.　日本の分譲集合住宅管理
　ここでは、集合住宅史に関する文献に挙げられ
た事例の内、その供給形態を把握することができ、
且つ形態の移り変わりの基点となる等特徴的なも
のを整理し、わが国における分譲集合住宅成立ま
での過程を捉える。1960 年代前半に見られる第一
次中高層分譲共同住宅建設ブーム以降を、中高層
分譲共同住宅の成立以降と捉えると、それ以前を
初期（上野クラブから久保山住宅）、中期（古石場
のアパートから東京都営住宅）、後期（宮益坂アパー
トからメゾン西宮）と分割して中高層分譲共同住
宅の成立までの流れを捉える。
２章では分譲集合住宅における維持管理体制の成熟要件を、日本における日本における成
熟過程から抽出する。分譲集合住宅の管理体制に関する行政の対応及び、維持管理体制の
成熟に寄与したと思われる関連組織の設立理念を元に分析を行う。
2-1.　共同住宅の成立過程
2-1.　共同住宅の成立過程
2-1-1.　初期（上野クラブから文化アパート）
　この時期の共同住宅は低層の物が主であり、共同住宅は少数の賃貸という形態の
ほか企業や官公庁が従業員等を住まわせる供与住宅という形式をとっていたものが
見られる。また公益住宅が建設されるもその住戸数は多い物でなく、一般向けの共
同住宅の住戸数は少ない。この時期の共同住宅は、人々は共同住宅を選択して住む
のではなく、選ばれた物が暮らし、または自身が所属する組織に共同住宅を与えら
れて生活をするという認識であったと言える。
2.　日本の分譲集合住宅管理
2-1-2.　中期（同潤会アパートから東京都営住宅）
　この時期の共同住宅は、賃貸契約に基づく住宅供給が多く見られる。関東大震災
及び第二次世界大戦後の復興を目的とした、住宅不足の解決を目指した住宅供給で
ある。一般市民を対象とした初めての共同住宅である「古石場のアパート」は当時
の東京市が運営する物であり、内務省により設立された同潤会など中所得者向けの
共同住宅が供給される一方で、低所得者向けの木造アパートが供給されるようになっ
たのもこの時期である。この後日本住宅公団が郊外向けて中層団地形式の賃貸住宅
の大量供給を始めることからも、この時期は賃貸契約を基にした共同住宅での生活
という新たなスタイルが一般人に浸透し始めた時期と言える。
2.　日本の分譲集合住宅管理
2-1-3.　後期（宮益坂アパートからメゾン西宮）
　この時期には、新たな住宅の供給形態として分譲という手段が生まれた。これ以
前の共同住宅はその建物の所有者と居住者が異なり、居住者はただその住戸で生活
を営むのみであり、分譲という新たな形態の建物の維持・管理等に関する知識・経
験は不足していたとみられ、法や規定の整備も不十分であったと考えられる。
2.　日本の分譲集合住宅管理
2-1-4. 小括
　米山秀隆氏は著書「限界マンション - 次に来る空き家問題 -」の中で、2001 年ま
でに８度見られた中高層分譲共同住宅建設ブームの背景には、当時の景況が大きく
影響したと述べている。1962 年の「建物の区分所有等に関する法律」の成立により
法律上の位置付けが明確になった分譲集合住宅は、市民の所得増加、地価の高騰、
1966 年に初めて取り入れられた住宅ローンの助けもあって頻繁に繰り返され、第７
次中高層分譲共同住宅建設ブーム以降分譲集合住宅の価格に下落がみられるが、そ
れゆえに購買層が富裕層から中間層に意向し、地価の下落や、企業の遊休地の放出
などからマンション開発が活発化して行ったこともあり二度のブームを引き起こし
たととらえている。
　以上を概観すると、日本では共同住宅は当初、限られた土地で複数の住戸を供与
する手段として生まれ、戦後の住宅需要の拡大による大量供給のための手段、経済
成長期の地価の高騰を背景とした土地の高度利用等の公共的要請に応える手段へと
変わっていったものであったと言える。分譲集合住宅に関しては、事例も少なく新
たな生活様式として認知される以前に建設ブームを迎え、あらかじめ取られた管理・
運営に対する予防策はなく、行政による後手の対応・支援が必要であった上、居住
者や管理会社それぞれが知見を深めノウハウを蓄積する必要があったと考えられる。
行政対応の履歴や民間の組織の設立理念を元にわが国の分譲集合住宅成立過程にお
ける管理体制の成熟を段階的に示すことができると考えられる。
2.　日本の分譲集合住宅管理
2.　日本の分譲集合住宅管理
2-2. 行政対応から見る日本の集合住宅管理
2.　日本の分譲集合住宅管理
　表７は日本における分譲集合住宅の維持管理に関する組織の設立年表である。これらの
組織の設立目的は、当時顕在化していた管理問題に即したものと考えることができる。設
立目的からこれらの組織を分類することで、日本における時期ごとの管理問題を考察する。
2-2-1.　1980 年代以前
　最初の共同住宅に関する法律としては 1890 年に定められた民法であり、複層型
の集合住宅には対応していなかったため、1962 年に共同住宅の所有関係や、共有部
分の管理についての規定「建物の区分所有等に関する法律」が制定された。1980 年
代には、建物の修繕が課題となり、修繕積立基金が不足するなどといった問題が見
られ、「中高層共同住宅標準管理規約」が策定され、管理費用や修繕積立金について
規定された。この時期の課題としては別に、管理会社の業務内容が明確でなかった
ことやその責務が規定されていなかったことがあげられる。そのため中高層分譲共
同住宅管理業者登録規定に基づき管理業者登録制度が発足され、中高層分譲共同住
宅管理業務処理準則を策定することで管理業務内容や管理業者の責務といった点の
普及を試みた。
2.　日本の分譲集合住宅管理
2-2-2.　1990 年代
　1992 年の中高層分譲共同住宅の管理などに関する行政監察を受け、これらの標準
管理規約や管理業務処理準則が十分に適用されていないことを問題視した建設省が、
通達という形で改善を要求した。1997 年には、計画的な大規模修繕が十分に実施さ
れていない状況の改善に向けて、長期修繕計画の策定を管理組合の業務として位置
付け、加えて専有部の変更が共有部または隣接する専有部に与える影響を未然に防
止するための規定が「標準管理規約」に加えられた。
2.　日本の分譲集合住宅管理
2.　日本の分譲集合住宅管理
2-2-3.　2000 年以降
　2000 年になると、区分所有法で設けられていなかったマンション管理の具体的な
あり方を規約や規定ではなく行政法レベルで定めるため、マンション管理の適正化
の推進に関する法律が策定された。近年では、居住者の高齢化に伴い管理組合役員
のなり手の減少が問題視されている。そのため、2011 年には区分所有者であれば、
当該マンションに居住していないものも役員となれるよう資格要件を緩和し、2016
年の改正では、マンション管理における外部専門家の活用について規定が設けられ
た。また、管理費用の滞納問題は依然として見られ、それに対する措置も講じられた。
2-2-4. 小括
　分譲集合住宅の維持管理に対する行政の対応としては、建設省の通達により管理
業者への指導を行うことや、実際に積み上げた個々の管理会社や分譲集合住宅の経
験を一般解として規定すること、加えて分譲集合住宅の管理を進める上で基準・方
針となる法律や制度の策定や改訂を行った点があげられる。管理会社がどのような
目的で存在し、どのような業務をもって分譲集合住宅の管理に寄与するべきかとい
う点について、施工技術の未成熟・共同住宅での生活への不慣れ・管理業という新
たな業態・建物の経年劣化・居住者の高齢化など社会的な問題とも言える大きな課
題を対象に基準を設けてきたことが行政対応による功績であると言える。
2.　日本の分譲集合住宅管理
　これらは設立理念および設立目的から大きく以下の三つに分類することができる。
分類 1：共同住宅で暮らすための規範を設けることおよび、管理組合（居住者）もしくは
　　　　管理会社間で建物の維持・管理に関する経験・情報の共有を基にノウハウの蓄積
　　　　を目的とした組織
分類 2：建物や周辺施設の技術的な問題の処理および、メンテナンス技術の開発とその普
　　　　及を目的とした組織
分類 3：建物の維持管理の適正化を目的とした組織
2-3 関連組織の設立目的から見る集合住宅管理
　わが国における集合住宅の維持管理体制の成熟に寄与したとみられる組織の主なものを
表2に示す。これらの組織は、共同住宅が成立したのち新たな生活様式に対し、変動する
行政施策への迅速な対応および、居住者・管理業者が、自らの知識・経験の共有、新たな
技術の開発を通して、維持管理体制の成熟を図る目的で設立したものと考えられる。
2.　日本の分譲集合住宅管理
分類 1 分類 2 分類 3
2.　日本の分譲集合住宅管理
　中高層分譲共同住宅に関する組織の設立には以下の傾向が見られる。
　傾向 1：分譲共同住宅の供給戸数が増えるに伴って、漏水・結露などの工事瑕疵の問題、
　　　　　および管理会社の未成熟な業務による管理問題が顕在化した 1960 年代から　
　　　　　1980 年代初頭には分類１に属する組織の成立が盛んに起こっている。管理組
　　　　　合を対象とした組織も見られ新たな生活スタイルに対応するための活動が確認
　　　　　できた。
　傾向 2：初期に建設された共同住宅の修繕が課題となった 1980 年代には分類 2に属す
　　　　　る組織が多く設立され、維持・修繕という面に対して、技術の開発や普及が進
　　　　　められたことがわかる。
　　　　　傾向 3 ：2000 年代に入ると「マンション管理士」という資格が新設されたこ
　　　　　ともあり、良好な居住環境を確保することで、国民生活の安全を向上するべく、
　　　　　マンション管理士同士の情報共有や維持・管理についての調査研究によりマン
　　　　　ション管理の適正化を図る、分類 3に属する組織が多く設立された。
2.　日本の分譲集合住宅管理
2-4　小括
　中高層分譲集合住宅に関する管理体制には、以下の四段階の成熟が必要であると言える。
　第一段階は、集まって暮らすという新しい生活スタイルへの不慣れから生じる生活上の
不満への対応。共同生活における他の区分所有者の利益に反する行為がその原因であり、
共有部の不正利用や騒音等が当たる。日本では、1962 年の区分所有法の策定までに確認
されたもしくは、予測された問題への対応が当たる。
　第二段階は、日常的な管理業務に対する経験・知識不足への対応である。実際には管理
業者への不満といった形で現れた。日本では 60年代後半から 70年代前半にかけて問題で
あり、系統 1に属する関連組織の設立や、区分所有法の改定及び標準管理規約の策定・改
定により対応されたものである。
　第三段階は、工事瑕疵・経年劣化による問題への対応であり、第二段階と同時期に顕在
化した。新築工事の実績を積むのみでは対応できない新たな作業行程の発生に加え、修繕
にかかる費用の不足などが問題となった。前者は、系統 2に属する関連組織による技術開
発・普及、情報の共有をもって対応され、後者は積立金の値上げなどの対策がなされた。
　第四段階は、90年代に行われた行政監察により表面化した問題である。不誠実な管理組
織の運営及び、管理行為がこれに当たる。外部の専門家（管理士）の育成、管理業務の不
履行を阻止する目的で管理業者の登録規定を設けるなど、行政対応、関連組織の設立など
多くの対応を余儀なくされた問題である。
第 3章
コンドミニアムの位置付け
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
　この章では、バンコク市内のコンドミニアムの居住者及び所有者を対象としたインタ
ビューを元に、バンコク市内で増加しているコンドミニアムの特徴、購買層の特徴、一般
的に採用されている購入プロセスを明らかにする。居住者及び所有者から得られる情報の
補足として、有識者に対するインタビュー調査も実施した。
表にインタビュー対象を示す。
3-1　居住者・所有者を対象としたインタビュー調査
3-1-1　居住者 A
・基本情報　
　コンドミニアムAbの居住者であるB氏（35）は、バンコク県出身で、ディベロッパー
に勤務している。コンドミニアム購入以前は戸建て住宅で暮らしていた。現在は夫
婦二人でコンドミニアムに暮らしている。
・住宅の概要
　購入した住戸タイプは 1 ベッドルームタイプの住戸であり 3 年前に居住目的で購
入した。当コンドミニアムを選択した理由として、第一に立地を挙げた。鉄道駅が
近く、商業施設が近くにあることから選択した。当コンドミニアムの情報源は、
Web サイトであり、３件のコンドミニアムを比較検討した。
　購入時には住宅ローンを結び、10 年間のローンで購入した。購入時には家具や家
電のない「Fully ﬁtted」タイプであった。
　購入後に行った住戸内の変更としては、壁の色の変更を行った。
3-1　居住者・所有者を対象としたインタビュー調査
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
プール フィットネスルーム
エアロビックルーム キッズルーム
図書室 多目的室
ラウンジ 受付
3-1-2　居住者 B
・基本情報　
　コンドミニアム Rh の居住者である S 氏（34）は、コーンケン県（タイ東北部）
の出身で、現在はコンサルティング会社に勤めている。コンドミニアム購入以前は
戸建て住宅に暮らしており、現在は、単身で当コンドミニアムに暮らしている。
・住宅の概要
　購入した住戸タイプは 1 ベッドルームタイプの住戸で、3 年前に居住用として購
入した。当コンドミニアムの選択理由としては、立地を重視したと回答した。鉄道
駅から近く、商業施設が近くにあることがその理由である。購入するにあたって、
Web サイトを用いて情報蒐集にあたった。家具一式がついた「Fully furnished」の
状態で購入した。
　購入後の住戸内の変更としては、壁の色を変更したのみである。
　購入する際には住宅ローンを組んでいる。30年の住宅ローンにより清算している。
棟全体における賃貸契約による入居者はおよそ 50％。賃貸契約を結ぶ場合にはディ
ベロッパーに報告し許可を受ける必要がある。
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
庭園
駐車場 ラウンジ
テナント郵便受け
プール フィットネスルーム
3-1-3　居住者 C
・基本情報　
　コンドミニアム Ce の居住者であるN氏（27）はバンコク県の出身で、現在はディ
ベロッパーに勤めている。コンドミニアム購入以前は戸建て住宅で暮らしており、
現在は、たん死んで当コンドミニアムに暮らしている。
・住宅の概要
　購入した住戸タイプは 1ベッドルームタイプで、3年前に居住用及び投資用とし
て複数戸購入した。当コンドミニアムの選択理由としては、第一に立地を挙げ、次
点で自社が扱う製品であったことを挙げた。そのため、当コンドミニアムの情報源
は自社によるものである。購入時に家具一式がついた「Fully furnished」の状態で購
入した。
　購入後の住戸内の変更は、壁紙を変えたのみである。
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
学習室
庭園
プール フィットネスルーム
図書室
受付
郵便受け
3-1-4　居住者 D
・基本情報　
コンドミニアム Se の居住者である P氏（23）はバンコク県の出身で現在は学生と
して大学に通っている。コンドミニアム購入以前は戸建て住宅に暮らしており、現
在は単身で当コンドミニアムに居住している。
・住宅の概要
　購入した住宅タイプは、1ベッドルームタイプの住戸で、5年前に居住用として購
入した。当コンドミニアムを選択した理由として、第一に立地を挙げた、大学へ通
いやすく商業施設が近いことを理由として挙げた。購入する際には、身内から得た
情報を基に物件選びをした。
　購入後の住戸内の変更としては壁紙を変えたのみである。家具・家電は元々あっ
たものから変更して使っている。
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
駐車場
ラウンジ
庭園
プール フィットネスルーム
受付
郵便受け
3-1-5　居住者 E
・基本情報　
コンドミニアム Ke の居住者である F氏（28）はカンチャナブリ出身で、現在はディ
ベロッパーに勤めている。コンドミニアム購入以前はアパートに暮らしており、現
在は単身でコンドミニアムに暮らしている。
・住宅の概要
購入下住戸タイプは、1ベッドルームタイプの住戸で、三年前に居住用として購入
した。当コンドミニアムを選択した理由として、第一に立地、ついで価格を重視し
たと回答した。購入する際には、街頭広告を参考に情報を収集した。
購入後の住戸内の変更としては壁紙を変えたのみである。
購入する際には住宅ローンを組んでいる。30年の住宅ローンを組んだが購入から 5
年で返済した。
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
プール フィットネスルーム
会議室 駐車場
プール フィットネスルーム
3-1-6　居住者 F
・基本情報　
　コンドミニアム LiR の居住者である A氏（33歳）は、バンコク県出身で、現在は、
建築家及びインストラクターとして活動している。コンドミニアムを購入する以前
は戸建て住宅に暮らしており、現在は夫婦二人でコンドミニアムに暮らしている。
・住宅の概要
　購入した住戸タイプは 1ベッドルームタイプの住戸。当コンドミニアムを選択し
た理由として、第一に鉄道駅が近いことをあげた。奥さんが車を運転しないため職
場へのアクセスが良いところで探す必要があった。次点で、開発業者を挙げ国内大
手のディベロッパーによる開発物件であることを選択理由とした。次いで購入価格
を検討した。結婚を気に夫婦で暮らすために当コンドミニアムを購入したが、2ベッ
ドルームタイプの住戸は価格が高く、タウンハウス購入と同等の価格帯になるため
1ベッドルームタイプの住戸を購入した。2ベッドルームタイプの住戸を購入するに
は最低でも 400 万バーツから 500 万バーツ程度必要であり、アソーク駅周辺の同ブ
ランドのコンドミニアムであれば 52㎡で 800 万バーツ程度必要となるとの意見も
あった。当コンドミニアムの情報源は、実際に車で周辺地域を探して周り、当ブラ
ンドのプロジェクトに関心を持ったため購入を検討した。購入時には住宅ローンを
結び、価格全体の20％を竣工前に支払い、残金を20年のローンで生産している。ロー
ンを組む際の利子は 5％であった。購入後に住戸内の改修などは行っていない、家
具家電などが一式揃った「fully furnished 」の状態で購入した。
　全体の 50％が分譲用住宅、50％が投資用住宅として開発されたツインタワーのコ
ンドミニアムであり、各棟はそれぞれ共有施設を有している。理由として、ファシ
リティーの管理が容易になる・両棟にファシリティーを設けることで、充実度の向
上を図ったといった意見が見られた。
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
ラウンジ 受付
庭園図書室
プール フィットネスルーム
テナント郵便受け
3-1-7. 居住者 G
・基本情報　
コンドミニアム Ba の居住者であるN氏（31歳）は、サムットプラーカーン県（バ
ンコクの隣県）出身で現在はディベロッパーに勤務している。コンドミニアムを購
入する以前は賃貸のアパートに暮らしていた。現在は単身でコンドミニアムに暮ら
している。
・住宅の概要
　購入した住戸タイプはスタジオタイプであり、4年前に居住目的で購入。当コン
ドミニアムを洗濯した理由として、第１に鉄道駅が近くて便利であり、将来的に売
却を検討する際にも販売しやすい立地であることをあげた。次点で、購入コストを
挙げており、150 万バーツから 200 万バーツ以内のコンドミニアムを対象とした。
現在の価格は購入時よりも上昇している。他のコンドミニアムとの比較検討は行っ
ておらず、当コンドミニアムの情報源は、街頭広告や自社から得られる情報であった。
　購入時には住宅ローンを結び全体価格の１０％を前もって支払い、残金を 30年の
ローンで清算している。ローンを組む際の利子は5％以下であり、開発に携わったディ
ベロッパーが銀行を紹介する場合もある。
　購入後に住戸に対して変更などは行っていない、家具家電などが一式揃った
「fully furnished 」の状態で購入した。購入後の変更を行う際には現地管理員に報告
する必要がある。
　全 717 戸の内 711 戸が売却済みであり、その内訳は、区分所有者が入居している
住戸が 500 戸、賃貸物件とされているものが 211 戸（内 101 戸が未契約）である。
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
プール フィットネスルーム
郵便受けラウンジ
テナント（別棟）
3-1-8　居住者H
・基本情報　
　コンドミニアム LiP の居住者であるN氏（34歳）は、ペッチャブリー県（バンコ
クの南に位置する県）出身で、現在はバンコク県で大学講師をしている。現在の住
居は賃貸契約のコンドミニアムであり、単身で暮らしている。当コンドミニアムへ
の入居以前は日本のアパートで暮らしていた。
・住宅の概要
　居住している住戸タイプは 1ベッドルームタイプの住戸。当コンドミニアムを選
択した理由としては第一に立地を挙げた。車を運転しないため、鉄道駅が近い物件
を探し、周辺環境としては幹線道路が近くないことを重視した。次点で、価格を評
価し、1万 5000 バーツ /月以内で借りることができる物件を探した。また、人の出
入りの多さや、安全性の面から 5～8階建ての規模のコンドミニアムを検討していた。
当コンドミニアムの情報源は不動産仲介業者であり、様々な条件を伝えた上でいく
つか紹介してもらい検討した。
　賃貸契約による入居のため、住戸内の変更等は行っていない。
　暮らしている上で感じる感覚的なものであるが全入居者の 30％程度は賃貸契約に
よる入居者である。
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
ラウンジ
庭園
受付
プール フィットネスルーム
3-1-9　所有者 I
・基本情報　
　コンドミニアムEdの所有者であるJ氏（36歳）は、ロッブリー県（タイ中部）出身で、
以前はディベロッパーに勤務していた。コンドミニアム購入以前は戸建て住宅に暮
らしており、現在は投資用に購入した当コンドミニアムとは異なる居住用に購入し
たコンドミニアムで暮らしている。
・住宅の概要
　購入した住戸タイプはスタジオタイプの住戸である。当コンドミニアムは高級な
ブランドであり、スタジオタイプの住戸の販売価格はおよそ 470 万バーツ。選択理
由として第一に立地を挙げた。鉄道駅に近い物件である。ついでコスト面、ブラン
ドを重視した。情報源は元勤務先から直接入手した。
　購入時には住宅ローンを組み、価格全体の 10％を竣工前に支払い残金を住宅ロー
ンで生産している。住宅ローンの利子は 5％。「バイチョン方式」を用いて購入した。
　住戸内の大きな変更はしていないが、壁紙を変更している。壁紙を更新するなど
の小さな回収であれば、現地管理員への報告は必要ない。大きな変更を伴う場合は
報告して許可を受ける必要がある。
コンドミニアム全体の 50％程度が分譲形式で、残りは賃貸契約による入居である。
投資目的で購入した物件であり、駅に近い物件であるため、将来的な値上がりが見
込めるため選択された。貸し出しに際して家賃は 1.7 万バーツから 2 万バーツ程度
で検討している。実家が地方や郊外にある都心の高校に通う高校生や客室乗務員を
貸し出す対象としている。洗濯機などが壊れたら、オーナーである J 氏が電化製品
会社に連絡する。賃貸期間の最短はオーナー次第で、1 年に設定する人もいれば、
半年の場合もある。投資用の物件であっても、区分所有者はプールなどの共有部を
利用することができる。
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
エアロビックルーム
ラウンジ
郵便受け
学習室
図書室
プール フィットネスルーム
3-1-10. 居住者 J
・基本情報　
　コンドミニアム Re の居住者である R 氏（34 歳）は、バンコク県出身で、現在は
大学講師として勤務している。コンドミニアム購入以前は寮で暮らしていた。現在
は単身で当コンドミニアムに居住している。
・住宅の概要
　購入した住戸タイプは 1 ベッドルームタイプの住戸であるが、元々 2 ベッドルー
ムタイプの住戸だったものを、内壁の撤去により 1 ベッドルームタイプとして使用
している。当コンドミニアムの選択理由として第一に立地を挙げた。高速道路が近
く通勤に便利なことに加え、新駅の建設が予定されていることから現在は価格が安
く、将来的な値上がりが見込める当物件を選択。R 氏は将来的に値上がりが起きれ
ば投資用の物件として利用することも検討している。コンドミニアムに関する情報
は、当プロジェクトに携わったスタッフから直接得た。
　購入時には住宅ローンを組み、価格全体の 10％を竣工前に支払い、残金を利子
5％以内の住宅ローンで生産している。　住戸内の変更に関しては、購入時、引き渡
し前にディベロッパーに直接依頼して内壁を撤去した。そのため現地管理者に報告
する必要はなかった。大きな変更、工事を伴う場合には現地管理者に報告する必要
があるが、壁紙を変えるなどの小さな変更の場合には報告する必要がない。また、
小さな変更の場合でも、工事作業員等がコンドミニアム内に立ち入る場合には、報
告しなくてはならない。
　コンドミニアム全体の 50～60％が分譲、その他は賃貸用住居であるが実際には
2,3 戸しか入居していない。
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
プール
ラウンジ
フィットネスルーム
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
3-1-11. 居住者 K
・基本情報　
　コンドミニアムPrの居住者であるS氏（30歳）は、ソンクラー県（タイ南部）出身で、
現在はディロッパーに勤務している。コンドミニアム購入以前は賃貸アパートで暮
らしていた。現在は単身で当コンドミニアムに居住している。
・住宅の概要
　購入した住戸タイプは 1 ベッドルームタイプの住戸。当コンドミニアムは 1 ベッ
ドルームタイプ（33 ㎡）の住戸で 230 万バーツ、2 ベッドルームタイプ（50 ㎡）
の住戸で350万バーツ程度で販売されている。選択理由として第1に立地を挙げた。
電車通勤のため鉄道駅が近い物件を選択した。当コンドミニアムと比べて、より駅
に近い物件もあったが住戸面積を比較して大きめの現住居を購入した。ついでコン
ドミニアム全体の戸数を重視し、規模の小さなコンドミニアムを選択した。当コン
ドミニアムの情報源はWeb サイトと雑誌である。
　購入時には住宅ローンを結び、価格全体の 10％を竣工前に支払い、残金を 30 年
のローンで生産している。ローンを組む際の利子は 3％であった。「バイチョンシス
テム」という購入方式を採用した。
　現在、住戸内の改修などは行っていない、購入時の住戸の状態として、家具家電
などが一式揃った「fully furnished 」、キッチン周りなど一部の家具だけが設置され
た「fully ﬁtted」と呼ばれる状態がある。壁紙などの内装変更のような小さな変更で
あれば現地管理員への申告は必要ない。構造に影響するような大きな工事の場合の
み報告義務が発生する。
　自身が購入した住戸の棟内全体の 80％が分譲用住宅、20％が投資用住宅である。
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
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3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
　近年では所得がある程度低くても住宅ローンを組むことができるようにな
り、コンドミニアムの購買層が庶民よりに近づいと考えることができる。それ
に伴い、各住戸の大きさは小さくなり、30㎡程度のスタジオタイプの住宅が
増加したとみられる。
　T氏は、地方出身者が大学進学とともにバンコク市内に移住し就職した際に、
交通の便が良い場所、仕事場の近くなどで購入するケースが多く、住戸が小さ
いことは購入者にとっては大きな問題ではないと見ている。コンドミニアムの
売り上げ自体は低下しているが、立地が良い物件であれば売れてしまう傾向に
ある。
3-2-1. 高層のコンドミニアムの位置付け
3-2　有識者（T氏）の見解
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
　家具の設置や内装工事がすんだ状態で販売されるケースが増えてきている
が、購入後に他の業者に内装工事を依頼したり、家具を購入したりする場合も
ある。T氏の自宅も内装工事は購入後に行った。自由な増改築は許されておら
ず、住宅公団の供給した住宅などで増改築が見られるのは管理が行き届いてい
ないことによるのではないかと見ている。
3-2-2. 購入後の増改築について
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3-3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
3-3-1　コンドミニアムの購買層と住戸面積
3-3-1-1　コンドミニアムの購買層と住戸面積
　バンコクのコンドミニアムは慢性的な交通渋滞の影響もあり、職場や学校に
近い、もしくは交通の便の良い場所で購入される傾向が強い。ヒアリングを行っ
た住民は皆、第一に立地を重視したと回答した。BTS やMRT などの新たな都
市交通網の駅が近いこと、またはこれらの交通網の延伸により新たな駅の設置
が予定されていることが最も重要視される。
　情報を得ることができた８事例については、棟全体に対する 2ベッドルー
ムタイプの割合は小さく平均して平均して 17.04％、1ベッドルームタイプの
住居が最も多く平均して 78.81％である。
　図 2に示すのは訪問したコンドミニアム Ab（表 2と対応）のスタジオタイ
プ及び 1ベッドルームタイプの住戸の間取り図である。調査対象の住戸面積
を見ると、主に単身者の購入が多いスタジオタイプおよび 1ベッドルームの
広さは、前者が 30平米未満、後者が 25～46平米であり、二人以上の入居が
予想される 2ベッドルームの住戸は 42.5～74.28 平米である、これらを日本
における都市居住型誘導居住面積水準と比較すると小ぶりな印象を受ける。1
ベッドルームタイプの住居に、夫婦で暮らしている例も見られた。
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スタジオタイプ　　　　　1ベッドルームタイプ　　　　2べッドルームタイプ
3-3-1-2　共用施設
　コンドミニアムは一般的に、プール・フィットネスルームを含む共有施設が
充実している。事例 Re の財務諸表からこれらの維持費用は共益費として回収
されていることがわかるが、居住者によると平日は会社と家の往復、休日には
実家に戻るといった生活スタイルが多く見られ、共用施設を利用する頻度は高
くない。多目的室・会議室の利用は総会などのミーティングやレクの際の使用
に限られる。利用しない共用施設の維持費用を負担することに不満を抱いてい
る居住者も見られる。コンドミニアムを選択する際に、共用施設が充実してい
ることを指標とした居住者は見られなかった。
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3-3-2. コンドミニアムの購買層と生活スタイル
3-3-2-1　一般的な購入プロセス
　　コンドミニアムを購入するにあたって、一般的に多く用いられている方法
が「バイチョンシステム」を用いたプレビルド物件の購入である。有識者N
氏によるとこのシステムは、コンドミニアムの購入権利をディベロッパーとの
契約により竣工前に購入するというもので、契約時に「予約金」、「契約金」を
支払いコンドミニアムの購入権利を獲得する、竣工までの期間は月ごとに定め
られた金額を払い続けることで購入権を維持していく。竣工時には、全体購入
価格から「契約金」及び「購入権維持費」を差し引いた残額を支払い、その際
には 1, 全額現金支払い、2, 現金・住宅ローン併用、3, 全額住宅ローン支払い
のいずれかの方法で清算する。インタビューを行った分譲形式の購入者 10名
のうち8名が住宅ローンを利用して購入している。このシステムは、ディベロッ
パーが開発時の資金を補填する目的で採用されており、採用について法的規定
はなく慣習的なものとして用いられている。
3. バンコクにおけるコンドミニアムの位置付け
住戸購入価格
購入権維持費
（竣工まで継続的に発生）
竣工後に支払う部分
竣工以前に支払う部分
予約金（システム利用料）
契約金
購入費用は「コンドミニアムの住戸価格+システム利用料」
　コンドミニアムが販売される際には、家具家電および内装などが一式揃った
状態で販売される「Fully Furnished Type」と、キッチン周りなど最低限の家
具と内装のみが揃えられた「Fully Fitted Type」のいずれかで販売されること
が多く ( 写真 1)、購入後に壁紙や備え付けの家具を変更する居住者もいる。住
戸内の変更を行う際、設備配管・配線・躯体などに影響を与える変更の場合に
は現地管理者への報告義務が発生する。また、壁紙や家具の変更等小さな変更
の場合に報告する義務はないが、外部の作業員等がコンドミニアム内で作業す
る場合には同様に現地管理員への報告義務が発生する。
3-3-2-2　Fully furnished　と Fully fitted
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　居住者の回答によると、確認することができた７件はいずれも、賃貸契約による
入居者が 20％を超えている。その内 3 件では 50％程度であるなど投資目的での購
入も盛んに行われている。鉄道の延伸により近くに新駅設置が予定されているコン
ドミニアムでは、新駅設置後に現在生活している部屋の価格が上昇した場合には投
資目的に切り替えるといった回答も見られた。投資目的の購入の場合、購入者自身
はコンドミニアムで生活しないため建物の維持管理への関心が低く、共益費などの
支払いが滞るといった問題が見られる。コンドミニアム Ed では、区分所有者全員が
加入している「LINE グループ」を用いてコンドミニアム内の情報共有および区分所
有者同士の連絡を取りやすくすることで外部に住む区分所有者が維持管理に参加し
やすくなるよう対応している。多くのコンドミニアムでこの方法がとられているの
ではないかという意見も見られた。投資目的の物件であっても、共益費等は区分所
有者に支払う義務が発生するが、多くの場合賃貸料に含まれる。
3-3-2-3　投資対象としてのコンドミニアム
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第 4章
コンドミニアムの維持・管理
　NHA のプロジェクトは全て同じディベロッパーによるもので、一人当たりの平均
床面積は 7～8 ㎡程度であり、四人家族の向けであれば 30 ㎡程度となる。価格帯は
立地により違いがあり、ダウンタウンなどでは地価が高いため、部屋を小さく作り
戸数を増やす傾向にある。近年では主に、都市交通網の沿線に敷地を取得し商店な
どが入った複合開発を手がけることが多い。引き渡しから、1 年・3 年・5 年目、そ
れ以降は 10 年に一度建物を点検し、必要な修繕を施している。バーンウアアートン
事業では、住民の代表である理事会と、管理会社が維持管理に携わる。
　団地内の共有スペースを用いて、住民間のコミュニティ形成を目的とした催しな
どを企画している。こういった企画は、NHA と管理会社が共同で主催することが多
いが、住民の所得の向上を目的として、住民が物品を販売するような催しも行われる。
これらの催しがコミュニティ形成に有効に働いているか、毎年評価を行っている。
4. コンドミニアムの維持・管理
4. コンドミニアムの維持・管理
　この章では、居住者及び所有者から得られた情報を元に、開発会社・管理会社・修繕工事会社
を対象としたインタビュー調査を行い、そこで得ることができた情報を元にバンコクにおけるコ
ンドミニアムの維持管理の現状を明らかにする。各インタビュー調査で得られる情報の補足とし
て、有識者へのインタビュー調査も実施した。
4-1　住宅供給公社（以下：NHA）を対象としたインタビュー
4-1-1　NHAが供給する公共住宅について
　管理を委託する会社は入札形式で決め、標準管理規約などの明確な規約やルール
があるわけではない。エンジニアや建築家の意見を元に引き渡しから定期的な点検
と必要な修繕を行うという方法を定めた。その都度、設備の整備などに関しても必
要なことを行っていくとのこと。ルールブックなどは作成していない。
「Bueng-Kum Project」について
　プロジェクト概要
　バンコクの東部に位置する分譲住宅団地。庁舎・公立の小学校・民間の住宅地に
囲まれ、敷地の裏側には、用水路と空地が広がる。工期はおよそ 780 日、工費はお
よそ 190 億バーツで、プレファブ工法を用いた壁式構造を採用することで工期の短
縮と工費の削減を実現した。従来の「Bhakabhumi」というディベロッパーとの合弁
事業でなく、「I.T.D」という民間のディベロッパーとの事業である。総面積約
181,963 ㎡の事業で、用途別の面積比率は表に示す通り。総戸数は 5872 戸であり、
一棟の建物は、33㎡の住戸を 40戸、24 ㎡の住戸を 44戸有している。全 134 棟の
建物の内、6 棟には juristic parson の事務所があり、事務所が入っている建物は戸
数が 40 となっている。一つの管理事務所が概ね 1000 戸の管理を担っている。
（NHA資料より）
※表の typeF1 は 33 ㎡の住戸、typeF1’ は 24 ㎡の住戸。typeF1’ は各棟の一階部分
に配置される。
　インタビューによると、この事例における管理会社は「Royal Fame Group」とい
う管理会社に委託しており、およそ 6000 戸の住戸を６つのコミュニティに分割し
１つのコミュニティに対して１０人程度の RFG スタッフが
事務所に配置されている。見学したコミュニティには、RFG 職員１１人および清掃
員などを含む 63 人の管理スタッフが配置されていた。この RFG は NHA の開発事例
の管理を担うことが主で、水道・光熱費、サービス料の徴収などの役割も担っている。
　開発当初は typeF1 の住戸で 390000BHT、typeF1’ の住戸で 250000BHT という
価格で販売していた。民間のコンドミニアムに比べ安価であるが 30 年のローンを組
んで購入する購入者が多かった。現在購入するには 580000BHT 程度が必要である
とのこと。価格高騰の背景は立地によるものであり、今後 10 年は価格を変更しない
模様。
4-1-2　公営住宅の管理について
4-1-3　バーンウアアートン事業の事例
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4. コンドミニアムの維持・管理
　コンドミニアムで生活する上で抱えている不満を、居住者視点から以下にまとめる。住
戸内の問題としてトイレのつまりや、ベランダの排水量不足による水漏れなど日常生活で
不便に感じる点が多く挙げられ、共有部分に関しては主にその利便性に対する不満と、衛
生面の問題が見られた。
　居住者・所有者へのインタビューから得られた情報は以下の通りである。
　一般的にバンコクにおけるコンドミニアムの維持管理は「Juristic person」と呼ばれる
組織が担うことがわかった。引渡しから２年間以上経過している事例の居住者はいずれも、
最初の２年間はディベロッパーが管理業務を担い、3 年目以降は「Juristic person」と呼ば
れる、管理会社に業務を委託すると回答した。そうでない事例では、管理を担う主体は、ディ
ベロッッパー・Juristic person のいずれかであった。管理規約は多くのコンドミニアム
（10／ 11）で配布されており、一般的に居住者への周知は行われているものとみられる。
共益費については、概ね 30～50BHT/ ㎡・month であり、年に一度 12ヶ月分を支払う場
合と、毎月ごとに支払う場合が見られた。
4-2　居住者・所有者を対象としたインタビュー
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4-3　現地管理者を対象としたインタビュー
4-3-1　現地管理者の構成
　バンコクのコンドミニアムには、二つの現地管理者が組織されている。一つは
「Committee」と呼ばれる区分所有者によって組織されるもので、その構成は日本に
おける管理組合と大きな違いはない。全区分所有者を代表する複数の理事と、理事
の中から選出される理事長によって構成される。全区分所有者を「Committee」と
呼ぶことはせず、全区分所有者を代表する理事及び理事長のみを「Committee」と
呼称する。また、その活動内容は大きく異なり、「Committee」及び他の区分所有者
は業務執行機関ではなく、意思決定及び監査を業務とする。管理行為の主体となる
のは、管理会社から各コンドミニアムに派遣される「Juristic person」と呼ばれる組
織である。「Juristic person」は技術者や警備員、ハウスキーパーと、それらを統率
するマネージャーで構成されることが多い。コンドミニアムの対外的な代表「管理者」
には、「Committee」の理事長と「Juristic person」のマネージャーがあたる。
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左：日本の管理組合　右：Committee
Committee 全区分所有者
ディベロッパー
Juristic Parson
管理会社β
Juristic Parson
管理会社α
3年目以降
引渡から 2年
引続き委託
変更
派遣
管理行為
派遣
管理行為
選択
4-3-2　現地管理者の選択
　選択には主に全区分所有者の職業が関係し、「ディベロッパー勤
務」、「エンジニア」など建物の維持管理に対して有効だと考えら
れる職業の住民に依頼するという方式が採用される。　
　引き渡しから 2 年間は保証期間とされ、開発会社が管理会社を
選択し維持管理にあたる。3 年目以降は全区分所有者の協議のも
と、引き続き同じ管理会社に管理業務を委託するか、別の管理会
社に委託するかを年度ごとに定める。
[Juristic person]
[Committee]
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4-3-3　現地管理者の管理行為
　「Condominium act」「Bangkok metropolitan regulation」の二つ
の法律の遵守、定期的なメンテナンス、運営業務、管理費用など
の徴収、Mail ボックスの管理、情報開示など
　ミーティングの開催、Juristic Person の選択、予算案や修繕計
画の採択（全区分所有者と共に）、要望や不満の原因調査、各住民
が抱える問題の共有など
　上にまとめたものが、現地管理員がそれぞれに行う主な管理行為である。先述の
通 り、実 際 に 管 理 業 務 の 多 く を 遂 行 す る の は「Juristic person」で あ り、
「Committee」は主に意思決定・監査の役割を果たしていることがわかる。意思決定
に際して、ミーティングを開催して決議を取るが、その際の議決権配分はディベロッ
パーや管理会社がそれぞれに決める。事例 Se では、1 ベッドルームタイプの住戸も
しくはスタジオタイプの住戸のオーナーは 1票、2ベッドルームタイプの住戸のオー
ナーは 2 票と定めている。理由としては 2 ベッドルームタイプの住戸は占有面積が
大きい為である。議決要件は各コンドミニアムで異なる。費用の大きさなどで変わ
る場合があり、区分所有者全体の意見をもとに決定することもある。
　「Juristic person」による情報開示について、収支報告などの情報は各コンドミニ
アムの掲示板に張り出している。多くのコンドミニアムでこの方法がとられている
のではないかという意見が見られた。
　一連の管理行為に対して、政府が発行する標準規約などは存在せず先述の二つの
法律に則って管理行為を行う。そのため多くのコンドミニアムで似た状況にある。
[Juristic person]
[Committee]
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4-3-4　コンドミニアムの維持管理上の課題
　現地管理者があげた維持管理状の問題のとして、一つは管理費用の不払いである。
この問題はインタビュー対象とした二つのコンドミニアムの両方で見られたもので
ある。問題に対する解決策は異なっており、事例 Se では、書類を送るなどして督促
を繰り返し、支払いに応じない場合には、裁判所へ通達するなどの対応をとる。事
例 Pr では、直接住民と話し支払わない理由などを調査した上で、滞納期間に応じた
ペナルティを設けるという方法をとっている。管理費用の不払いなどに対する標準
的な対策方法は法律等には明記されていないため、各コンドミニアムがそれぞれに
対応している。
次に挙げられた問題は、事例 Se のみで見られたもので、住民間の生活上の問題を当
事者自身が解決しようとし、帰って大きな問題となってしまうことがあるとったも
のである。本来であれば「Juristic person」を通じて問題解決を図ることが推奨され
るが、適切なプロセスを踏まずに問題解決に当たろうとする場合がある。
　２事例ともに上記の問題の他には特に問題は発生していないとしており、管理費
用、修繕費用の不足も発生していないとのことだった。「Committee」のなり手がい
ない場合について尋ねると、現状では説得してなり手を探す他に解決策は用意して
いないということがわかった。これは、現在では、なり手に困っていないため、そ
のような場面を想定することができていないという理由が挙げられた。
4. コンドミニアムの維持・管理
　居住者から「Commitee」に寄せられた要望・不満として、騒音やペット問題など
の生活上の不満や、外部の者がコンドミニアム内に侵入するもしくは、共用施設を
使用する警備面の問題、駐車場の不足や不足する駐車場の利用優先順位など利便性
に対する不満が見られた。
4-3-5　居住者の抱える不満
4. コンドミニアムの維持・管理
　自社内に管理部門は持っておらず交流のある管理会社が４～５社あり、事例ごとに入札
方式で管理業務を委託する。引き渡し当初は S 社が管理会社を選択するが半年以降は住民
に選択する権利を与えている。引き渡しから 2 年間は管理責任は自社にあり、その業務を
管理会社に委託するが、三年目以降は各コンドミニアムから管理会社へ管理業務が委託さ
れる。現在では一般的な方式であり、他のディベロッパーにおいても多くが同様のシステ
ムを採用している。コンドミニアム事業に着手した時にはすでに、現在の維持管理システ
ムを運用していた。一般的には、プロジェクトが完遂する前にプレビルド物件として住戸
は販売してしまう。引き渡しの前に政府による管理会社への業務委託の有無などが調査さ
れる。エレベータなどの特殊な設備は各販売元により定期的な点検がなされる。引き渡し
から２年間はディベロッパーに補償責任があり、その間の共益費等の回収額については S
社が定める。３年目以降は、管理会社と住民の間で定める。個人オーナーとの賃貸契約で
入居する場合は、賃貸料に管理費用が含まれている。購入者全体の 95％はローンを組んで
購入している。購買層の拡大による管理上の問題発生は今の所見られない。管理計画を立
てることはタイ政府により義務付けられている
　躯体のひび割れなどはどの物件でも見られるもので、現地管理員が適宜点検し、S 社に
報告し各施工会社に伝えられる。アジア、特に中国の居住者やヨーロッパ出身の居住者が
増えてきている。騒音や異臭、禁止事項を破るなどの問題が見られる。
4-4　ディベロッパーを対象としたインタビュー（S社）
4. コンドミニアムの維持・管理
　元々コンドミニアムを手がけるディベロッパーであったが、物件の引き渡し以降、
住民だけでは建物の維持の仕方がわからず、十分なメンテナンスも行うことができ
ないのではという懸念があり、22年間に管理業務を開始した。現在では 100 以上の
コンドミニアムの管理業務を受託している。従業員数は 400 名ほどであり、インタ
ビュー会場となった物件には、機械整備、警備員、ハウスキーパーなど６名が駐在
していた。
　は I 社は管理会社（一部同名）の子会社という位置付けであり、管理業務は親会
社から指名を受け受託する。バンコクには、100 社以上の管理会社が存在し、I 社の
ような大きな企業は５～６社、およそ 50～60 のコンドミニアムなどの管理を受託
している。その他の小さな企業は、扱う物件も小規模なものに集中している。
4-5-1　インタビュー対象 (I 社 ) 概要
4-5　管理会社へのインタビュー調査
4. コンドミニアムの維持・管理
　平均的な管理費用としては、50～60BHT/ ㎡・month としているが、高いところ
では 200BHT/ ㎡・month を超える物件もある。毎月徴収する管理費用とは別に、大
規模な修繕などにかかる費用は入居時に一度集めている。日本で「修繕積立基金」
と呼ばれる方式を採用している。費用が足りない場合などは、次の修繕に向けて再
度住民と話し合い、費用を回収しており修繕積立金というシステムは用いていない。
　提供するサービスとしては、機械整備などの技術的な面や、建物のメンテナンス
に加えて、建物各部の写真を頻繁に撮影するなど、不具合に対して迅速に対応する
ための業務を担っている。住民から修繕依頼などを受けることもあるが、その場合
には、「Pro residence」というシステムを用いている。（システムについては極秘事項）
　管理規約は定めているが、他社にまねされてしまうなどの懸念から社外秘として
いる。また、一つの物件に一人駐在するマネージャーは、管理規約について熟知し
ていなくてはならず、法律などについても教育する体制を整えているとのこと。
　メンテナンススケジュールは 3～5 年のスパンで検討し、それを元に毎年 1 月に
その年の詳細な計画を定める。別の管理会社でもスケジュールを立ててメンテナン
スに当たっているのではないかという意見が見られた。
4-5-2　コンドミニアムの維持管理について
4. コンドミニアムの維持・管理
　・いくつかのコンドミニアムで、住民から回収した管理費用を juristic parson に持
　　ち逃げされてしまったことがある。その後は、銀行振り込みで回収するよう変
　　更した（今後地方でも行う予定）。
　・機械整備を担当する従業員は、大学等からインターンシップなどでを通じて I　
　　社で勉強して技術を習得する。しかし、就職する際には他の会社移ろうとして
　　しまうことがある。より賃金の高い企業にしないといけない。
　・メンテナンス会社は誰でも始められてしまうため、経験やノウハウを持たない
　　人が起業してしまうことがある。その為ライセンスを必要とするよう定め、建
　　物の維持管理について学び、資格を習得することを義務付けた。
I 社がバンコクで管理業務を遂行する上でのバンコクで課題を以下にまとめる。
4-5-3　理業務を遂行する上での諸問題
4. コンドミニアムの維持・管理
　T 氏は、第 3 承認機関による建築物の検査が必要となることを定めた「Building Safety 
Code」は十分に機能していない印象を持っている。そのため、購入後のアフターサービス
を重視することで差別化を図ることは可能ではないか述べた。
　居住者・所有者を対象とした調査によると、管理費用は概ね30BHT/㎡・month程度であっ
たが、高いところだと 100BHT を超えることもある。修繕積立金について伺ったところ、
そのようなシステムは現在存在しない。徴収した衝立金を誰が管理するかといった問題が
予測されるためである。日本では、積立金は管理会社に委託して管理する方法をとり、印
鑑と通帳を管理組合と管理会社が分けて持つなどの分別管理が義務付けられている。
　投資目的で購入したオーナーが、維持管理に関心が低く、管理費用を滞納するなどの問
題が見られる。管理費用を回収する仕組みは用意されているが、うまく機能していないよ
うに思えるという意見が見られた。
4-6.　有識者（T氏）の見解
4. コンドミニアムの維持・管理
4-7-1 現地管理者
4-7-1-1 現地管理者の構成
　図 5 に日本及びバンコクにおける現地管理者の構成図を示す。コンドミニ
アムでは区分所有者の代表である「Committee」と呼ばれる組織と、管理会社
から各コンドミニアムに派遣される「Juristic Person」と呼ばれる組織が管理
行為にあたる。 
　「Committee」の選択には主に全区分所有者の職業が関係し、「ディベロッパー
勤務」、「エンジニア」など建物の維持管理に対して有効だと考えられる職業の
住民に依頼するという方式が採用される。「Committee」は区分所有者の代表
であり、特別な決定権を有していない。コンドミニアム全体の意思決定は常に
全区分所有者によって行われ、「Juristic Person」に対する監査役も全区分所有
者が担う。
　「Juristic Person」は、各コンドミニアムから業務委託を受けた管理会社から
コンドミニアムに派遣され、主に設備の整備・補修や、建物のメンテナンスを
行う「Engineer」および「Technician」、清掃などを行う「House keeper」、警
備員である「Security guard」に加えて現地管理者の代表である「Manager」
で構成される。日本における対外的な管理者には「Juristic Person」の
「Manager」と「Committee」の「Chief oﬃcer」があたる。
4-7　コンドミニアムの維持管理の現状
4. コンドミニアムの維持・管理
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4. コンドミニアムの維持・管理
Committee 全区分所有者
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Juristic Parson
管理会社β
Juristic Parson
管理会社α
3年目以降
引渡から 2年
引続き委託
変更
派遣
管理行為
派遣
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4-7-1-2　管理業務委託
　コンドミニアムの管理業務は管理会社に委託される。引き渡しから 2 年間
は保証期間とされ、開発会社が管理会社を選択し維持管理にあたる。3 年目以
降は全区分所有者の協議のもと、引き続き同じ管理会社に管理業務を委託する
か、別の管理会社に委託するかを年度ごとに定める。
4. コンドミニアムの維持・管理
4-7-1-3 管理業務
　提供する管理行為は設備の整備・補修や、建物のメンテナ
ンスおよび定期的な点検業務であり、居住者から直接修繕依
頼を受ける場合もあり、その他の日常的な点検や予算案・修
繕などの計画策定も担っている。住民へのインタビューによ
ると修繕計画が立てられていると回答した居住者 7件の内 3
件が、中長期の修繕計画は策定されていないと回答した。こ
れに対して、年度毎に管理会社を変更できる為長期的な計画
を策定することが難しいのではという理由が挙げられた。な
お、インタビューを行った管理会社では複数の物件の管理を
受託するため、標準的な管理規約を定めているが、他社との
差別化を図るため社外秘として扱っている。日本の「マンショ
ン標準管理規約」にあたる政府、もしくはそれに準ずる機関
によって定められた規約はなく、「Condominium act」とい
う法律および、「Bangkok Metropolitan Regulation」という
条例に則ってコンドミニアムの管理が行われている。
　全区分所有者の代表として、「Juristic person」の選択、ミー
ティングの開催（表）、居住者が抱える不満や要望の共有、
不満や要望の原因調査などを行う。「Juristic person」の選択
や、予算案や修繕計画の採択は全区分所有者の意思に基づき
決定される。
[Juristic person]
[Committee]
4. コンドミニアムの維持・管理
4-7-2 現地管理体制
　居住者の要望・不満の発生から解決までのフローを図に示す。保証期間にお
いては居住者が抱える要望・不満は「Committee」を通じて「Juristic person」
に伝えられ、即座に対応できるものであれば管理行為に及ぶ。施工不良や設備
機器の不調に関する問題は、管理会社を通じて開発会社へ伝えられ、各工事責
任者、販売責任者が対応を指示され管理行為に及ぶ。その場合、対応にかかる
費用は開発会社が設定する補償金を用いる、もしくは各工事・販売責任者が負
担する。保証期間が過ぎた後に発生した要望・不満においては、保証期間と同
様に「Juristic person」に伝えられ、即時対応可能なものであれば管理行為に
及ぶ、エレベーターの修理などの特殊な事柄、もしくは躯体のひび割れや外壁
の滑落などの場合には、設備工事会社・修繕工事会社に依頼し問題解決に当た
る。この場合、費用の負担は全区分所有者から徴収する管理費用を用いる。なお、
住戸内で発生した問題については各区分所有者から直接「Juristic person」に
要望・不満を伝えるケースもある。
4-7-2-1 常的な管理行為
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4. コンドミニアムの維持・管理
　共益費は一月あたり概ね 30～50BHT/ ㎡である。月ごとに徴収する管理費
用とは別に、日本では「修繕積立基金」と呼ばれる、大規模な修繕などを見越
して入居時に費用を一括して徴収する方式も採用しており、「sinking fee
(sinking fund)」と呼ばれている。名目上の徴収回数は一度であるが、実際に
は費用の不足から複数回集金している例もある。日本で言う所の定期的に集金
する「修繕積立金」のようなシステムは現在用いられていない。S 社で作成し
ている規約書（写真）の中で共益費とされるものは「Common Expenses」ま
たは「Central Fund」と呼ばれる。また、「personal expenses」と呼ばれる費
用も確認できる。これは、各住戸内に提供されるサービスに発生する費用のこ
とである。その費用は区分所有者および占有者が負担するものであるが、
「Juristic person」によって徴収されるものであり、光熱費などが含まれる。
4--7-2-2 管理費用
4. コンドミニアムの維持・管理
4. コンドミニアムの維持・管理
写真 1.　管理費用に関する規定 （S 社作成の規約書）
　多くのコンドミニアムで用いられている方法は、掲示板を用いた情報開示で
ある。「Juristic person」からの情報、作業報告に加えてミーティングの内容や
各期間の財務諸表などが掲示される。掲示板は一階ラウンジもしくはエレベー
ターホールに設置される例が多く、居住者はいつでも閲覧することだできるよ
うにされている。賃貸用住戸の空き状況が掲示されている例も見られた。
　コンドミニアム Re における財務諸表から管理費用の使用目的を抽出した
（表）。支出報告は、契約サービス料・水道光熱費及び通信費・保険料・修理 ,
メンテナンス費・租税公課・諸経費・その他の支出・管理費という項目毎に細
分化されて開示されている。
4-7-2-3 情報開示方法
4. コンドミニアムの維持・管理
4. コンドミニアムの維持・管理
ド
4-7-3 住民が抱える不満・現地管理者が抱える課題
　表 37 に居住者へのインタビューおよび現地管理者へのインタビューで得られた不
満 36件を整理した。これらは大きく四つに分類することができる。
　分類 1に属する問題は少なく（5/36）、管理規約の配布・ディベロッパーの指導（表）
により生活上のルールの周知が行われることで減少傾向にあると思われる。
　分類 2 に属する問題は 2 番目に多いが（9/36）、いずれの事例も竣工から数年し
か立っておらず、長いところで 8 年しか経過していないことを鑑みると経年劣化に
よる問題とは考えにくく、市場に出回る商品もしくはその施工による問題であると
捉えることができる。
　分類3に属する問題は全体の半数以上を占め（19/36）、主に躯体の損傷・汚損、設計・
施工時に留意するべきであった点が挙げられる。
　分類 4に属するものは少なく（3/36）、ここには本来「Juristic person」もしくは、
「Committee」が行うべき業務を怠っているため発生する問題が含まれる。
[ 住民が抱える不満 ]
4. コンドミニアムの維持・管理
4-7-3 住民が抱える不満・現地管理者が抱える課題
　「Juristic person( 管理会社 )」および「Committee」が抱える課題としては、共益
費の不払いや、開発会社から管理業務が委託される際に水道管の不具合などの建物
自体の問題が多く見られることが挙げられた。また、住民同士が自ら問題解決に取
り組み、かえって問題が大きくなってしまうといった意見も見られた。また、コン
ドミニアムに現地管理者を派遣する管理会社が抱える問題としては、現地管理者に
よる管理費用の持ち逃げや、経験や知識を持たない人が管理会社を起こしてしまう
といった問題が挙げられた。
[ 現地管理者が抱える課題 ]
4. コンドミニアムの維持・管理
4. コンドミニアムの維持・管理
第 5章
コンドミニアム管理の課題の考察
5.　コンドミニアム管理の課題の考察
5-1　顕在的問題による管理体制の評価
　4章 3節で示した分類を基に考察する。
　分類 1 に当たる問題が少ないことは、「Condominium Act（コンドミニアム法）」により
作成が義務付けられている管理規約の周知が、現地管理者による配布という形で行われて
いること及び、引渡し時に開発業者による指導が行われることによると言える。しかしな
がら、配布される規約書はタイ語のみである事例も多く見られ（確認することができた 5
事例のうち 4 事例）、そのような事例で外国人が購入もしくは賃貸契約を結び入居する場
合には、区分所有者が口頭で伝える・重要部分を英語で作成するという対策が取られるの
みである。このことからコンドミニアムの賃貸化を背景に暗転する恐れがある。
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5.　コンドミニアム管理の課題の考察
　分類 3に当たる問題は施工技術・修繕工事における技術開発・普及が必要な項目である。
現地調査の場ではひび割れ（図 11）や壁の爆裂、汚れ（図 12）などが問題として多く見
られた。また、さや管を使用しない埋没配管（図 13）や、壁体に直接埋め込まれた鋼製手
すり（図 14）などが確認でき、メンテナンスのしやすい工法の普及が望まれる現状にある
ことが判明した。日本において、このような工法の開発・普及や修繕技術の向上に寄与し
たのが、2 章 4 節で示した系統 2 に属する組織であり、バンコクにおいてもこのような組
織の設立が望まれる。
5.　コンドミニアム管理の課題の考察
写真 2. 壁の爆裂 写真 3. ひび割れの修復状況
写真 4. さや管を用いない埋没配管 写真 5. 鋼製手すりの埋め込み
　分類 4 に当たる問題は、管理会社及び「JP」の誠実な管理行為が望まれるものであり、
監査の強化が効果を発揮すると考えられる。専門知識を有さない区分所有者が容易に管理
会社への監査を行えるよう、現地管理者「COM」への専門家の導入を検討する必要がある
と思われる。日本においては、素人である理事が専門的知識を有する管理会社に管理を丸
投げすることにより、利益相反などの問題が発生し、その結果として管理不全マンション
が発生した。これに応じて取られた対策が、理事または監事の中に外部の専門家を取り入
れるといった上記の方策である。
5.　コンドミニアム管理の課題の考察
5.2 潜在的問題の対応に向けた課題
　前節で示した顕在化している問題とは別に、現地調査結果より近い将来に顕在化するこ
とが予測される問題について、現地の法律及び日本に近年の行政対応にて問題視され改善
された点を基に述べる。
5.2.1 「Committee」の担い手不足
　先述の通り、現在では「COM」の選択方式に推薦制・輪番制などは用いられておらず、
各区分所有者の承諾による「準立候補制」と呼べる方式が取られている。立候補者
がいない場合には選出した候補者を説得するという対応がなされており、明確な解
決策は用意されていない。この問題は居住者の高齢化や賃貸化を背景に徐々に顕在
化する恐れのある問題であり、加えて、現時点では現地管理者が予測できていない
問題であることが判明した。対策としては、前節で述べた外部専門家の現地管理者
への登用が有効であると言える。これにより職業に起因する専門知識の有無によら
ず、全区分所有者の中から候補者を選択することができる点で担い手不足の解消に
有効であると考えられる。
5.　コンドミニアム管理の課題の考察
5.2.2 管理費用などの不足
　現地管理者によると、維持管理にかかる費用に不足はなく、予算案・修繕計画に
も問題はない。しかし、実際に修繕工事を手がける立場によると、費用不足が発生
している例があると判明した。名目上一度だけ徴収するはずの「Sinking Fund」が複
数回徴収されている事例があるように修繕費用の不足は発生しているが、現時点で
は広く認知はされていない。中長期の大規模な修繕のための「Sinking Fund」 を使用
することで「費用は足りている」と錯覚している現状にあると考えられる。コンド
ミニアムの賃貸化が進みつつある中、管理費用の滞納問題と合わせて将来的に顕在
化する危険性を孕んでいる。滞納管理費に関する法律による規定は、罰則に関する
もののみであり、その徴収を容易にする対策は見られない。日本で見られた同様の
問題に対しては、「マンション標準管理規約」にて、その徴収プロセスと現地管理者
が行使できる権利について明示するといった対策がなされた。徴収金額の見直し（適
正化）及び、滞納管理費用の画一的な徴収方法の策定が望まれる。
5.　コンドミニアム管理の課題の考察
5-2-3 議決権配分方式
　「Condominium Act」により、区分所有者が有する共有施設・資産の所有権はコン
ドミニアム全体の価格に対する住戸の購入価格の割合により配分されると規定され
ている。一方、総会における議決権について規定はなく、各コンドミニアムでそれ
ぞれに定められており、配分方式について確認できた事例 Se においては住戸サイズ
により定めている。議決権において住戸の価格の差が反映されないことは、所有権
の観点からも妥当とは言えず、区分所有者が不満を抱き、コンドミニアムの維持管
理に対し関心を失う要因ともなりうる。訪問した 11 事例のうち 6 事例で、高層階
と低層階の価格差があることを確認することができたことからも、議決権配分にお
いて、住戸の価格を反映させる必要があると言える。
5.　コンドミニアム管理の課題の考察
第 6章
まとめ
6　まとめと今後の課題
6-1　まとめ
　本研究を通じて得た知見を以下にまとめる。
（1）日本の中高層分譲集合住宅に関する管理体制の成熟には 4 段階の成熟が見られた。
（2）バンコクのコンドミニアムに求められる第一要件は立地に関するものであり、都市交
　　通網の駅が近いこと、もしくは付近に新駅の設置が予定されていることが挙げられる。
（3）コンドミニアムは多様な共有施設を有しているが、その利用頻度は高くない。管理費
　　用高騰の一因となり、それに対する居住者の不満も見られる。
（4）コンドミニアムの購入には一般的に「バイチョンシステム」が用いられる。竣工前に
　　コンドミニアムの購入権利を販売し、コンドミニアム建設費用の補填を図る。
（5）投資目的でのコンドミニアムの購入が盛んである。周辺環境の変化による資産価値の
　　向上を背景に、居住用から投資用の物件へとシフトする例も見られる。
（6）コンドミニアムの賃貸化による区分所有者の維持管理への関心低下には、SNS などを
　　用いた情報共有により維持管理への参画を容易にするといった方策で対応している。
（7）コンドミニアムの維持管理には「Committee」と「Juristic Person」の２つの組織が関
　　わるが、その内「Committee」は区分所有者の代表としての位置付けを持つのみであり、
　　諸事に対して決定権を有していない。
（8）引き渡しから 2年間を保証期間とし、その間の維持管理は開発会社が中心となって各
　　工事責任者が対応責任を負う。
（9）維持管理にかかる費用の徴収方法は、月毎に徴収されることが一般的な「Common fee」、
　　長期的な修繕工事及び、突発的な支出に対応するための「Sinking Fund」の 2種類が
　　ある。
（10）コンドミニアムの維持管理体制が抱える課題として、以下の 5点が挙げられる。
　　(i) 沈滞化を考慮した管理規約の周知の徹底
　　(ii) 施工・修繕工事における技術の向上及び、メンテナンスしやすい工法の普及
　　(iii) コンドミニアムの維持管理における外部専門家の導入・育成
　　(iv) 滞納管理費用の徴収方法の確立及び、徴収における現地管理員の権利の規定
　　(v) 議決権配分における、住戸価格の反映
不慣れな共同生活・
未成熟な施工技術・
管理行為の不履行・
「Committee」の担い手不足・
管理費用などの不足・
議決権配分方式・
課題 今後の方策
・管理規約の周知の徹底
・メンテナンスを考慮した工法の開発普及
・施工修繕技術の向上
・外部専門家の導入、育成
・徴収金額の見直し（適正化）
・納管理費用の画一的な徴収方法
・議決権配分方式の再考
6-2　今後の課題
（１）管理会社の提供するサービスに標準的なものはなく、各企業がそれぞれに定めている。
調査対象とした管理会社は他者との差別化を図るため、管理業務内容に関する資料を公開
しておらず、バンコクにおける管理業務の一般解については不明な点が残る結果となった。
（２）調査対象事例はいずれも竣工から日が浅く、経年劣化による躯体の損傷や設備の損傷
は確認できなかった。特に、修繕費用拡大の大きな要因となりうる豊富な共用施設の影響
は確認できていない。築年酢のたったコンドミニアムを対象とした調査が望まれる。
（３）品質の低い製品の利用による住民の不満が多く見られたが、本研究内では管理問題と
して扱っていない。共用施設関連の製品に限って言えば修繕費用にも影響することであり、
実際にバンコクで流通している製品の実態について把握する必要がある。
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